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1.は じめ に

空気中を伝わる音は空気に生じた断熱的な密度変

化が周囲へ伝播する現象であるが,音 源から離れる

につれ大きさが小さくなる0そ の減衰の大きさは基

本的には空間的に拡散することか ら説明されるが,

屋外での騒音伝搬のように伝わる距離が大きい場合

や音の周波数が高い場合などには様々な理由による

吸収損失を考えに入れないと辻褄が合わなくなる。

そのような要因の中でも基本的なものに空気の粘性

や熱伝導によるエネルギーの散逸,分 子の緩和現象

および有限振幅の影響などによる音の吸収損失があ

るn。 空気による音の吸収はこれらの現象に他なら

ない。

空気吸収による音の減衰を精度良 く評価すること

は屋外騒音の制御だけでなく,ホ ールの音響設計や

残響室法吸音率測定,音 響模型実験,リ モー トセン

シング,生 体の音響計測など,音 響に関する幅広い

分野で重要な課題である。現在,最 も確立された形

で空気吸収による音の減衰を計算する方法を示して

いるのは1978年 に出版されたANSI(米 国国家規格;

AMERICANNATIONAI、STANDARDS)の 規格2}で,計 算精

度が良いことと適用範囲が広いことか ら多くの音響

分野(航 空機騒音の分野を除く)で 利用されるに至

っている。、1983年になってISO(国 際標準機構;INTER-

NATIONALSTANDARDORGANIZATION)で 環境騒音の予

測を目的として屋外騒音伝搬の評価方法を規格化す

る作業が始められ空気吸収の計算方法についても検

討が進められている。ANSIの 方法の完成度が高いこ

とからそれを基本に草案作りが行われており,し ば

らく前に草案の第2版 が配布されたところである3》。

検討の主眼は広帯域騒音の場合の計算方法の精度向

上に置かれているが,こ れは航空機騒音への適用を

念頭に置いたものである。

ここではISOの 検討グループのまとめ役であるカ

ナダのJ.E.Piercyが 草案作りの背景を説明するため

に作成 した資料4》などに基づいて空気吸収を計算す

る方法の歴史的な変遷や現状および問題点を紹介す

る。

2.初 期の研究5)

空気吸収による音の減衰の研究は19世紀のStokes

やKirchhoffに まで遡ることができる。Stokesは 粘

性による音の吸収を計算 した。Kirchhoffは 熱伝導

による音の吸収を計算 した。現在これ らは古典吸収

として知 られる。時代が下り1930年代にはKnudsen

およびKneserの 著名な研究がある。Knudsenは 室内

で音の減衰を測定 して空気吸収の大きさが古典吸

収から計算される値より大きいことを示した。その

直後,Kneserは その違いが酸素分子の振動緩和現象

(分子吸収)で 説明できることを示した。1970年 頃

までは空気吸収を考慮しなければならない分野は建

築音響が主であり3kHz付 近から上の周波数(3～15

kHz)を問題にしていたので,古 典吸収とKneserの分

子吸収理論を若干修正 したものだけで用が足 りた。

31空 気吸収の実験室実験

空気吸収の計算式の定数や係数の決定に頻繁に利

用されているハリスの実験について簡単に紹介する
7)。ハ リスの実験は内径1.68mの 鉄球を使って行わ

れた。鉄球は周囲に銅管を取り付けて冷却液を通し
―・定の温度が保たれた。鉄球内部の空気は常にポン

プを使って飽和器を通して循環され湿度が制御され

た。試験音はバンドノイズで,球 壁に取り付けたス

ピーカからプローブを通 して内部へ放射された。空

気吸収係数は試験音を止めた後の残響時間を計るこ

とによって調べられた。

4.SAEお よびハ リスの方法6)'7)

ジェット機が出現 して屋外での長距離騒音伝搬が

地域の環境計画に大きな影響を及ぼし始めた1960年

頃になると地域騒音を予測する上で2kHz付 近から

下の可聴周波数(100～1kHz)の 音の評価が最も重

要になってきたが,こ の帯域についてKneserの 方法

では空気吸収を著しく小さく見積 もってしまうこと

がわかった。これを解決するために,新 たに2っ の
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計 算 方 法 が 相 次 い で 提 案 され た 。SAE/A21委 員 会

(米国 自動 車 工 業会;SOCIETYOFAUTOMOTIVEENGI-

NEERSの 委 員会)が 作 成 した方 法(SAEの 方 法)と ハ

リスが提 案 した方 法(SAEと 似 て い るが殆 ど用 い られ

なか った)で あ る。 その 頃 は まだ低 域 周波 数 の音 の

空気 吸収 を 正 し く記述 す る理 論 が確 立 されて い なか

ったた め,実 験結 果 と合 うよ うに既 存 の理 論 を調 整

す る とい う経 験的 な や り方で 計 算方 法 が確 立 されて

い るが,工 学 的 に見 て十 分 な実 用性 を備 え てい る。

これ らの方 法 に よ って低 域 周波 数 の計 算 精度 が 大幅

に改善 され た 。SAEの 方 法 は航 空 機 の騒 音証 明 手順

を記 述 す るICAO(国 際民 間航 空 連盟;INTERNATIONAL

CIVILAVIATIONORGANIZATION)のANNEXI68),ISO

3891g)な ど に 採 用 さ れ た 。1975年 に はSAE法 の 改

訂版 が 出 され,グ ラ フ表 示 の曖 昧 さを 除 くた め に計

算 式 に よ る算 出法が 導 入 され たが,基 本 的 に は計 算

方 法 も空 気吸 収 係数 の 値 も原 版 と変 らな い。1988年

にICAO/ANNEX16の 最 新 版が 出版 され たが 空 気 吸収 の

計 算方 法 の記 述 はISO3891を 引用 す る形 か らANNEXl6

の 中 に付録 と して 全 て記 載 す る形 に変 え られ た 。 こ

の 間の事 情 に は後 述 す るISOの 現状 や 雰 囲気 が反 映

され て い る もの と推 測 され る。

SAEの 方 法 で は空 気吸 収 に よ る単位 距離 当た りの

音 の減 衰量 が 音 の周 波数 と気温,相 対 湿 度 の3っ の

変数 の 関数 と して表 お よ び計算 式 で与 え られて い る。

表 で は変 数 の範 囲 は(周 波 数;50～10000Hz,気 温;

一10～400C ,相 対湿 度;10～100%)と な って い る。

計 算式 の 方 は周 波数;50～10000Hz,気 温;2～30℃,

相 対 湿度;30～90%の 範 囲 の測 定 デ ー タに合致 す る

よ うに作 られ て い る。 参 考 まで に計 算式 を式(1)に示

す(ICAO/ANNEX16/19888⊃ よ り)。

α(の=10**[2.05・log(∫o/1000)十 〇.0011394× θ

一1 .916984]

十 η(δ)×10**[log(∫o)十 〇.00842994

×θ 一2.755624](1)

δ=(1010/∫o)1/2×10**[109H-1.328924

+3.179768×10-2× θ]×10**[一2 .173716

×10㎜4× θ2十1 .7496×10-6× θ3](2)

ただ し,α(の は 重番 目の1/3オ ク ター ブバ ン ドの

単 位 距離(100m)当 た りの減 衰量 で あ る。 η(δ)の 値

は表 一1で,∫ ・の 値 は1/3オ クター ブバ ン ド毎 に表

一2で 与 え られ る
。 θはセ氏 温 度,π は相対 湿 度で

あ る。

5.空 気 吸 収 の メ カ ニ ズ ム の確 立

そ の後2kHz付 近 か ら下 の周 波 数 で の空 気吸 収 を

表-1η(δ)の 値

表 ―2∫ 。 の 値

図一1空 気吸収の各要因 と周波数の関係

騒 音 制 御24(24>



厳密に記述するには新たな吸収メカニズムを見つけ

なければならないことが認識され,そ れは窒素分子

の振動緩和であることが発見された。こうして,古

典吸収および酸素と窒素の分子レベルのプロセスに

よる回転緩和,振 動緩和という4つ の主な吸収メカ

ニズムから成る物理学的に確立された公式に基づい

て純音の空気吸収を計算することができるようにな

ったP。 これらの要因による吸収と周波数の関係を

図一1に 示す2)。古典吸収と回転緩和はよく似た振

る舞いをし周波数の2乗 に比例 して大きくなるが,

寄与が大きくなるのは超音波領域である。可聴周波

数領域で寄与の大きいのは,窒 素と酸素(特 に窒素)

の振動緩和で,周 波数が低いところでは周波数の2

乗に比例して大きくなるが,高 い周波数では一定値

になる0

6.ANSlの 方法2)

上述のように空気吸収メカニズムに関する確立さ

れた知識に基づいてANSIの 空気吸収計算の規格が

1978年にANSI/Sl.26―1978と して出版された。SAE

の方法の頃に比べて理論的にも十分裏打ちされてい

るし,式 の定数や係数を決める際もより信頼性の高

い実験データが利用できた(3ヵ 国,10種 類の異な

る実験室実験の結果か ら成る膨大な測定データに合

致するように定数や係数が調整された)た め,減 衰

量の計算値と測定データとの一致は非常に良い。

ANSIには次に示す3通 りの場合の計算方法が示さ

れている。計算には4つ の変数(音 の周波数と大気

条件を表す3つ の変量,気 温,圧 力,湿 度あるいは

水蒸気量)が 必要である0

1)音 の伝搬する経路に沿う単位距離当りの純音の

減衰がどのくらいになるかを計算式や表から算出す

る方法0た だし,表 は1気 圧の場合のみ。

2)広 帯域雑音をバンド(1ん オクターブバンド)

に分けたときのバン ド音圧レベルの減衰を純音の計

算式を使い積分 して算出する手順。

3)2)の 近似法としてバンドパスフィルタの中心周

波数の純音の減衰を代用する方法。

純音に対する減衰の計算方法は表と計算式で示さ

れているが,適 用範囲が広 く実験室データとの比較

による計算精度も示されている。表の適用範囲は

(周波数;50～10000Hz,気 温;0～40℃,相 対湿度;

10～100%,気 圧;海 面気圧)で あるが,計 算精度は

±10%と 優れている。計算式の方は,表 と同一の精

度で(周 波数/音 圧比;40～106Hz/atm,気 圧;2

atm以 下)を カバーするが,気 温と相対湿度の範囲

は同じである。計算式を式(3)以下に示す。

a=869xf2

  • [1.84X10^11(ps/pso)-1(T/To)"2 

 +(T/To)-5i2 {l. 278x 10-2 [exp(-2239.1/T)] 

 l[fr, o+(f. 2/f r, 0)]+1.068X10-1 
 X [exp(-3352/T)]/[f r. N+(f 2/f r, N)]1 J 

            (dB/100m) (3) 

f o = (Ps/Ps o ) 
 • {24+4 .41 X 104hX [(0.05+h)/(0.391+h)] 1

(単位Hz) (4)

,f r. N _ (S/YS 0) (T/TO )1/2 
 • (9+350•h•exp(-6 ,142[(T/T0Y"3-1] ))

(単位Hz) (5)

た だ し,T,pS,h,fは そ れ ぞ れ,絶 対 温 度(K),気

圧(P、),水 蒸 気 モ ル 濃 度(%),周 波 数(Hz)で あ

る 。 ま たT。=293.15K,Ps。=101.325P、 で あ る。

広帯域騒音の減衰はバンドパスフィルタの中心周

波数の純音の減衰から推定されているが,減 衰の大

きい場合(長 距離および高い周波数)に 誤差が大き

くなる。A特 性騒音 レベルで環境騒音の将来予測を

行うような場合は問題ないが,航 空機の騒音証明の

ように様々な大気条件下で観測された騒音の測定値

を標準大気条件の値に換算する精密な解析の場合に

は精度が十分とは言えない0

ANSI/S1.26-1978の 出版後,航 空機関係の音響技

術者や騒音証明試験を行う政府担当者などSAEの 方

法を利用 している人達の間でもANSIの方法(特 に純

音の空気吸収の計算方法)がSAEの 方法に比べて―一

段と確立された科学的基盤に基づいて作られている

ことや広い周波数,気 温,湿 度の範囲にわたって精

度良 く空気吸収を計算できることは認められるよう

になったが,広 帯域騒音をバンドパスフィルタで解

析する場合の計算方法の精度が高いと言えないこと

や実際の航空機騒音データでANSIとSAEの 計算値に

どの程度の違いが生じるか調べられていないことか

らANSIの方法が採用されるには至らなかった。その

ため現在でも騒音証明の方法を記述するICAO/ANNEX

16やFAR/Part36で は空気吸収の計算にSAEの 方法が

使われている。

音源から離れたところで測定される広帯域騒音を

バ ンド毎に解析する際の補正に用いるにはもっと精

度の高い積分近似法が必要であることはANSIの検討

グループ(ANSI/S1/WG2)で も認められていたことで

あるが,そ の方法を開発することは実際問題として

なかなか難しい。主な理由の一っは 「広帯域騒音の

2乗 平均音圧スペクトルレベルを音源から離れた受

音点で推定する方法に有効なものがないこと」,も

う一っは 「バンド音圧レベルの測定値からバンドパ

スフィルタの応答の影響を取り除く方法が解析的に

も経験的にもないこと」である0観 測される音のス
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ペ ク トル に急 な傾 斜 が あ る(高 い周波 数 や 音源 か ら

の距 離 が大 きい場 合 に よ く起 こる)場 合 にバ ン ドパ

ス フ ィル タを 用 い る とか な り大 きな レベル 誤差 を 生

じる こ とは よ く知 られ て い る事実 で あ る。

7.ISO/DP9613/1

1SO/DP9613/1はISOの 空気 吸 収 計算 の 規格 草 案 で,

環 境 騒音 予 測 を 目的 にISO/TC43/SCI/WG24が1983年

に検 討 を開 始 した 屋外 騒 音伝 搬 の評 価 方 法 の規 格 の

一 つ で あ る
。 同 じ1983年 にANSI/Sl.26-1978の 改訂

作 業 に着 手 したANSI/S1/WG2と 緊密 な連 絡 を取 りな

が ら作 業 が進 め られ て い る。

ISO/DP9613/1の 草案 の 初版(N578)はANSI/S1.26

-1978を 基 に作 成 され1987年 に委員 会 メ ンバ ーに配

布 され た が,多 くの意 見 が返 され たた め それ らを踏

まえ て草案 が 書 き直 され,1989年4月 に草 案 の第2

版(N655)が 配 布 され た。 初 版 に返 され た意 見 は主

にSAE/A21委 員 会(米 国代 表 を介 して)が 出 した も

の で あ った。 な お,こ れ を き っか けにSAE/A21の 方

で も航 空機 騒 音 の伝 搬 に関 係 す る現 象 を委 員 会の 検

討対 象 に含 め る こと とな った 。 その 結 果,SAE/A21

とISO/TC43/SC1/WG24,ANSI/S1/WG2の 間で 密接 に連

絡が 保 たれ るよ うにな った。

SAE/A21の 関心 は航空 機,特 に高速 で 回転 す る複

数 の プ ロペ ラを持 っ最 新 式 の推 進 シス テ ム(超 高 バ

イパ ス比 エ ン ジ ンあ る い はプ ロ ップ フ ァン と呼 ば れ

る;以 下lATP;AdvancedTurboPropと 省 略す る)

に よ って発 生 す る騒音 が 地上 の 観 測者 へ 伝 わ る際 の

減 衰 を計 算 す る,新 しい計算 方 法 に あ る。ATPは 現

在 の ジ ェッ ト推 進 型 エ ン ジ ンと同 じ巡 航速 度 と巡 航

高 度で 航 空機 を 推進 させ るの に 十分 な 推 力を 発生 す

る こ とが で き る もので あ る0ATPか ら発 生 す る騒 音

で 問題 とな るの は ブ レー ドの通 過 に伴 う離散 的 な 周

波数 の 音 で およ そ100～500Hzの 範 囲 にあ る0巡 航

時 に は ブ レー ドが音 速 に近 い チ ップ ス ピー ド(ブ レ

ー ド先 端 の回 転速 度)で 回 転 す るた め
,非 常 に大 き

な音 圧 とな る。 その た め,ATPの 騒音 は10kmも の巡

航 高度 か ら層状 大 気 を通 して伝 搬 した後 で も現 在 の

ジ ェ ッ ト機 よ り大 きな環 境 騒音 問題 にな る可 能 性が

あ る。ATP騒 音 の空 気吸 収 はSAEの 方 法 で は精 度良

く計 算 で き ない。SAEの 方 法 は大気 圧 を変 数 に 含ん

で いな い ので,減 衰 に影 響 す る変数(特 に水 蒸気 量

と大 気 圧)が 伝搬 経路 の 途 中で 大 き く変化 す る こと

を反 映 で きな い ため で あ る0

1SO/DP9613/1初 版(N578)はANSI/S1.26-1978を 基

本 に作 成 され た が,主 な違 い は次 の通 りで あ る。

1)純 音 につ い て は大 きな変更 はな いが,国 際 規格

に相応 な形 式 に整 え るため の編 集 上 の手 直 しが な さ

れた他,減 衰係数の計算式の定数と係数の値が調整

された。調整はANSIの検討グループとの議論の結果

によるもので新 しいデータを含む膨大な実験室デー

タに当てはまるように修正されたが,定 量的な変化

は小さく減衰係数に10%を 越える変化をもたらすこ

とは殆ど無い。筆者の手元に資料がないので正確な

ことは言えないが,こ の修正は最近改訂されたANSI

/Sl.26-1978に も反映されているものと考えられる。

2)バ ンドパスフィルタで解析される広帯域騒音の

計算方法にっいては精度別にA～Cの3通 りの方法

が提示された。これはISO/DP9613/1が 航空機の騒音

証明にも採用できる精度の高い標準的な方法の構築

を目指していることによる。方法AはANSIと 同じく
バ ンドパスフィルタの中心周波数の純音の空気吸収

から減衰を計算する近似法であるが,誤 差を抑える

べく一層の注意が払われた。方法BとCは 航空機

騒音に関する経験を踏まえて開発されたものである。

さらに,ANSIで は層状の大気を伝わる音の減衰の計

算は純音に限られていたが,N578で は広帯域騒音も

含むように拡張された0

次に,ISO/DP9613/1第2版(N655)へ の主な変更点

は以下のとおりである。既に述べたように,初 版に

寄せられた意見に基づいて修正されたものである。

1)純 音については技術的な変更はないが,編 集上

の変更が若干あった他,高 度20㎞ からの伝搬に対応

できるように温度と絶対湿度の下限が拡張された。

ただし,精 度は±50%で ある。

2)バ ンドパスフィルタで解析される広帯域騒音の

計算方法については大幅に書き直された。方法Aは

残されたが,BとCは 支持されなかったため破棄さ

れた。代わりに,ANSI/S1.26-1978の 付録Cの 「汎

用積分法による手順」に置き換えられた。これは純

音の減衰に基づく厳密な積分手順を理論的に記述 し

たものである。

N655に は新たに付録Cが 付け加え られた。これは

「広帯域騒音あるいは広帯域騒音と離散周波数の音

を組合せた音に対 して1ん オクターブバンドのバン

ドパスフィルタを使って解析する」という特別な場

合に適合する幾つかの実用的および標準的な方法を

開発するたあのものである。目下,ANSI/Sl/WG② と

SAE/A21の 主催のもとに,DP9613/1(N655)付 録Cの

原理を応用するための近似法および実用法で航空機

騒音に関する要求に適合できるものの開発と検証を

目指 して作業が進められているところである。

8.ISO/DP9613/1第2版 と籠 の方法の比較

表一3はSAEとN655の2つ の計算方法の違いを定

量的に見たものであり,気 温一10～+35℃,相 対湿

騒 音 制 御26t26)



度10～90%,周 波数バン ド;63～8000Hzの8っ の

オクターブバ ンドにっいてSAE法 の計算結果とN655

(気圧latm)の 結果の比を算出したものである。減

衰の測定や活用が最も頻繁に行われる変数の範囲を

実線で囲んで示してあるが,こ の範囲では2っ の方

法の計算結果に大きな違いはなく,誤 差は10～20%

以下である。しかし,こ の範囲から離れるに従って

違いは増大する。絶対湿度の高い湿った空気の中で

は,低 周波数で違いが急激に増大 し,例 えば周波数

63Hz,気 温35℃,相 対湿度90%で は930%に なる。非

常に乾燥 した空気の中でも違いは非常に大きく,例

えば気温一10℃,相 対湿度10%で は周波数によって
一40～+31%ま で違いが変化する。 この違いはSAE

の方法が経験的に調整された方法であり,四 角の領

域の外では基礎データが少なくて適切な評価式が求

められていないために生じる誤差である。

9.さ い ご に

大気中を伝搬する音の減衰を評価するための空気

吸収の計算方法について現在に至るまでの流れや問

題点などを簡単に紹介した。常々利用していなが ら,

その減衰のメカニズムや計算式の根拠にっいては振

り返る機会はあまりないのが現状である。理論的な

基礎などを説明するには至 らなかったが,参 考文献

に掲げた資料などで補われたい。
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表 一3SAEの 方 法 とISO/DP9613/1の 方 法 に よ る

1/3オクタ―ブバンド音 圧 レベ ル の 空 気 吸 収 の比 較

(SAEの 方 法 とISO/DP9613/1の 値 の 比 を 示 して あ る)

(注)実 線で囲ん だ範囲 は広 く活用される気温 ・相対湿度 ・周波数を示す。
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